
完全支配関係を有することとなった旨を記載し

た書類及びグループ通算制度への加入時期の特

例を適用する旨を記載した書類 

e-Tax による申告の特例に係る届出書（次葉） 

法人名等 

 

１ 通算子法人となる法人が、法人税法第 64 条の 10 第１項の取りやめの承認を受けたことがある法人

である場合には、当該承認を受けた日 

通算子法人となる法人が、所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第８号。以下において

「令和２年改正法」という。）による改正前（以下において「令和２年改正前」という。）の法人税法

第４条の５第３項の取りやめの承認を受けたことがある法人である場合には、当該承認を受けた日 

通算子法人となる法人が、令和２年改正法附則第 29 条第２項の規定の適用を受けたことがある法

人である場合には、最終の連結事業年度終了の日 

平成・令和  年  月  日 

 ２ 通算子法人となる法人が、法人税法第 127 条第２項（青色申告の承認の取消し）の規定による通知

を受けたことがある法人又は同法第 128 条の規定により青色申告の取りやめの届出書を提出したこ

とがある法人である場合には、当該通知を受けた日又は当該届出書を提出した日 

   通算子法人となる法人が、令和２年改正前の法人税法第４条の５第１項の承認の取消しの処分を受

けたことがある法人である場合には、当該取消しの処分の日 

平成・令和  年  月  日 

３ 通算子法人となる法人が、法人税法第 64 条の 10 第６項第６号の事実（発行済株式又は出資を直接

又は間接に保有する通算子法人の破産手続開始の決定による解散に基因するものを除く。）が生じた

ことにより、同法第 64 条の９第１項の規定による承認の効力を失ったことがある法人である場合に

は、当該承認の効力を失った日並びに当該承認の効力を失った直前において当該通算子法人となる法

人の通算親法人であったものの名称及び納税地 

  通算子法人となる法人が、令和２年改正前の法人税法第４条の５第２項第５号の事実（発行済株式

又は出資を直接又は間接に保有する連結子法人の破産手続開始の決定による解散に基因するものを

除く。）が生じたことにより、令和２年改正前の法人税法第４条の２の承認を取り消されたことがあ

る法人である場合には、当該承認の取消しの日並びに当該承認の取消しの直前において当該通算子法

人となる法人の連結親法人であったものの名称及び納税地 

平成・令和  年  月  日 

法人名等                 納税地                       

４ 通算子法人となる法人の帳簿組織の状況 
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５ 添付書類   (1) 出資関係図   (2) グループ一覧 

６ その他参考事項（通算子法人となる法人の区分等） 

法人税法第 64 条の９第７項（設立事業年度等の承認申請特例）の適用を受ける場合で次のいずれ

かの法人に該当するときは、該当する□にレ印を付すとともに、通算子法人となる法人に係るグルー

プ通算制度の適用を受ける最初の事業年度 (以下「通算子法人最初通算事業年度」といいます。)を

記載してください。 

法 人 の 区 分：□ 時価評価法人（法人税法第 64 条の９第 10 項又は第 12 項） 

□ 関連法人（時価評価法人が発行済株式又は出資を直接又は間接に保有

する通算子法人となる法人） 

通算子法人最初通算事業年度： 自 令和  年  月  日   至 令和  年  月  日 
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「完全支配関係を有することとなった旨を記載した書類及び 

グループ通算制度への加入時期の特例を適用する旨を記載した書類」 

「e-Tax による申告の特例に係る届出書」の記載要領(2) 
 

１ 「４ 通算子法人となる法人の帳簿組織の状況」欄は、備付け又は保存している帳簿書類が該当する□にレ印を

付してください。また、仕訳帳、総勘定元帳などの主な帳票について、「帳簿形態」欄は「帳簿記帳」、「伝票会計

利用」、「コンピュータ利用」のように記載し、「記帳時期」欄は「毎日」、「１週間ごと」、「10 日ごと」のように記

載してください。 

２ 「５ 添付書類」欄は、この書類に添付した書類の番号を○で囲んでください。 

  また、出資関係図については、「グループ通算制度の承認の申請書（兼）e-Tax による申告の特例に係る届出書」

の記載要領を参考にするとともに、以下のとおり同時期に完全支配関係を有することとなった法人を□で囲むなど、

グループ通算制度へ加入することとなった法人がどの法人であるか分かるように記載してください。 

 

令和 XX年Ｘ月 XX日現在   

    
1 通算親法人 

    

㈱ Ａ 

      

 

100％ 

  

100％ 

  

80％ 

  

 
2 通算子法人 

 
3 通算子法人 

 

20％ 
6 通算子法人 

 
 

 

 
㈱ Ｂ 

 
㈱ Ｃ 

 
㈱ Ｆ 

 
 

       

100％  30％ 70％  100％  (凡例) 持株割合等 

    一連番号  

4 通算子法人 5通算子法人 7通算子法人 
 

 

 
親・子の表示 

㈱ Ｄ ㈱ Ｅ ㈱ Ｇ   法 人 名 

 
 
３ 留意事項 

○ 法人課税信託の名称の併記 

法人税法第２条第29号の２に規定する法人課税信託の受託者がその法人課税信託について、国税に関する法律

に基づき税務署長等に申請書等を提出する場合には、申請書等の「法人名等」の欄には、受託者の法人名又は氏

名のほか、その法人課税信託の名称を併せて記載してください。 
 
 


